
（単位：千円）

9,699,599 3,594,182

496,745 1,107,699

3,213,020 12,545

163,538 1,733,451

176,226 545,775

27,393 147,108

145,119 6,305

278,286 41,296

5,187,753 2,147,343

11,617 30,793

▲ 100 1,840,246

3,241,186 55,006

1,109,380 219,455

200,097 1,842

303,151

574,015

32,116

220,035 7,177,140

182,943 100,000

53 20,000

37,038 20,000

1,911,770 7,057,140

42,000 26,516

7,000 7,030,623

10,113 7,030,623

758,127 22,119

858,486 22,119

220,207

87,800

▲ 71,964

(注)記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

負 債 合 計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

リ ー ス 債 務

（ 純 資 産 の 部 ）

金 額

固 定 資 産

科 目 金 額 科 目

貸　借　対　照　表

　　　　　　　　　　　

（平成23年03月31日現在）

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

敷 金 ・ 保 証 金

前 払 年 金 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

未 払 費 用貯 蔵 品

未 払 消 費 税 等

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

未 払 金

流 動 資 産 流 動 負 債

未 収 入 金

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 リ ー ス 債 務

関 係 会 社 預 け 金

前 払 費 用 前 受 金

預 り 金

前 払 金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

固 定 負 債

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,940,785

そ の 他

5,741,525

純 資 産 合 計

資 本 金

株 主 資 本

7,199,260

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 産 合 計 12,940,785

器 具 備 品

そ の 他

そ の 他

有 形 固 定 資 産

建 物

リ ー ス 資 産

建 物 附 属 設 備

リ ー ス 資 産



重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

１． 資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関係会社株式    移動平均法による原価法によっております。 
その他有価証券 
時価のあるもの           期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価のうち債券については
先入先出法、その他については移動平均法により算定） 

時価のないもの         移動平均法による原価法によっております。 
 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 

 
 
２． 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法（ただし建物及び建物附属設備は定額法）によっております。 
なお、耐用年数については見積り耐用年数、残存価格については実質残存価額によっております。 

 
（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 
なお、耐用年数については見積り耐用年数によっております。 
また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法に

よっております。 
 
（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
有形固定資産については、リース期間を耐用年数とし、リース期間終了時点に実質残存価額となる定

率法（ただし建物及び建物附属設備は定額法）によっております。なお、実質残存価額が零の場合（た
だし建物及び建物附属設備を除く）については、リース期間終了時点に残存価額10%となる定率法による
減価償却費相当額に9分の10を乗じる方法によっております。 

無形固定資産については、リース期間を耐用年数とする定額法によっております。 
 
 
３． 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 
 
（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、
当事業年度末において発生している額を計上しております。 
なお、数理計算上の差異については、発生年度に全額を費用処理しております。 
また、過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数にわたって定額法に

より費用処理しております。 
 
（３）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
 
 
４． 収益及び費用の計上基準 

   完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適

用し、その他の工事契約については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事

の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。 

 

 



５． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税は、税抜方式によっております。 

 
 
６． 会計方針の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 
 当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資
産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用し
ております。 
 
 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ14百万円、税引前当期純利益は106百万円減少しておりま
す。 
 
 

７． 表示方法の変更 
（損益計算書） 

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「損害賠償金」は、当事業年
度において営業外収益の100分の10を超えたため、区分掲記しております。 

なお、前事業年度の「その他」に含まれている「損害賠償金」は、61千円であります。 
前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「生命保険解約返戻金」は、

当事業年度において営業外収益の100分の10を超えたため、区分掲記しております。 
なお、前事業年度の「その他」に含まれている「生命保険解約返戻金」は、2,555千円であります。 
また、前事業年度において、営業外収益の「物件売却収入」4,711千円を区分掲記しておりましたが、当事

業年度においては営業外収益の100分の10以下のため、「その他」に含めて表示しております。 
なお、当事業年度の「その他」に含まれている「物件売却収入」は、3,324千円であります。 

 
 

当期純損益金額 

 

 当期純利益 509,581千円 

 


